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は　じ　め　に

　国際刑事裁判所（以下、ICC）による ICC規程の解釈は、国際法の歴史が初めて経験し

た困難な作業であったと考えられる  1）。初めて設立された常設の刑事裁判所として、ICC

規程は、その前身であるアドホック刑事法廷のように個別の状況に特化されたのではない、

普遍的な適用を前提とした詳細な犯罪の定義を規定し、より多くのアクターが関与する複

雑な裁判手続を確立した。また、過去のアドホック刑事法廷が政治的機関の決定により設

立されたのに対して、ICCは多数国間条約によって設立された。このような意味で、ICC

は前例が十分ではない多くの問題に直面せざるを得なかった。加えて、ICCは、少なくな

い国が ICC規程により与えられた裁判所の管轄権の範囲や裁判所および検察官の裁量に

強い反対を示す状況で始動した 2）。そのため、規程解釈のあり方によっては裁判所の正統
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 1） Leena Grover, Interpreting Crimes in the Rome Statute of the International Criminal Court (Cambridge 

University Press, 2014), pp. 1-2.

 2） 例えば、ICC規程発効直後にアメリカ合衆国政府高官は「裁判所の裁量は、本質的に政治的機関ま
たは立法機関に与えられるべき性質の広汎で了承しがたい解釈権限が与えられたことにより、通常の
または受け容れ可能な司法的責任の範囲を大きく超えている」と述べている（John. R. Bolton, “The 

United States and the International Criminal Court,” Remarks to the Federalist Society in 割
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性が厳しく問われうる状況に置かれていた 3）。

　このようにして始まり、2020年で裁判所設立以来17年が経過した ICCにおける規程の解

釈実践は、一般的な条約解釈の観点からみてどのような特徴を有するのであろうか。本稿

では、ICCにおける規程の解釈を支配する原則を明確化しつつ、時間の経過に伴う法の発

展を考慮した規程の「発展的解釈」の可能性について論じることとする 4）。一般に条約の

発展的解釈は、締約国の意思との緊張関係をはらんでいるが、ICC規程においては、それ

に加えて刑事裁判における罪刑法定主義との関係が問題となり、ICC規程をめぐる解釈の

限界点を指し示していると思われるからである。

 
Ⅰ　国際刑事裁判所（ICC）規程の解釈─その特徴─

₁　条約としての特徴

　ICC規程は解釈対象としてどのような特徴を有するのであろうか。

　第 1の特徴は、規程が複合的性質を持っており、それぞれの性質が規程の解釈に影響し

うるという点である 5）。ICC規程の中核的要素は、犯罪の定義や刑事責任の形態を規律す

る刑事法、および被疑者・被告人に対する刑事裁判のプロセスを統御する刑事手続法に関

する条約である。しかし同時に、規程には、被疑者・被告人が裁判手続にあたって保障さ

れるべき権利、さらには対象犯罪の被害者救済に関わる人権法としての性格がある。また、

ICCという国際機構を設立する国際機構設立条約としての性格も併せ持っている。それぞ

れの側面において、解釈上異なる考慮要素があり、独自の解釈規則がありうる 6）。

　第 2の特徴は、「補完性の原則」が規程解釈に及ぼしうる影響である 7）。ICCは、規程の
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Washington, DC, 2002, at http://www.iccnow.org/documents/USBoltonFedSociety14Nov02.pdf (as of 

1 March 2020)）。
 3） Grover, supra note 1, p. 2.

 4） 条約の「発展的解釈」を、本稿では「時間の経過を考慮にいれた、その性格を変更することなく行
われる条約の意味の再定義」と定義しておく（Pierre-Marie Dupuy, “Evolutionary Interpretation of 

Treaties  :  Between Memory and Prophecy,” in Enzo Cannizzaro (ed.), The Law of Treaties Beyond the 

Vienna Convention (Oxford University Press, 2011), p. 125.　なお、本稿では、発展的解釈を含め、一
般的な意味で（時間の経過の有無を問わず）条約の条文を拡張的に解釈することを「拡張的解釈」と
呼ぶこととする。

 5） Leila Nadya Sadat “Interpreting the Statute of the International Criminal Court,” Audiovisual Library of 

International Law, Lecture Series, at https://legal.un.org/avl/lectureseries.html (as of 1 March 2020).

 6） なお、条約の発展的解釈の可能性が最初に意識的に論じられ、実行上広汎な発展的解釈が行われて
きたのは、まさに欧州人権条約をはじめとする国際人権法と国際組織法の分野である。

 7） Grover, supra note 1, pp. 83-84.

喝
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前文が明確にしているように、「国家の刑事裁判権を補完するもの」であり、国内裁判所が

コアクライムの「捜査又は訴追を真に行う意思又は能力がない場合」に機能することが予

定されている。いわゆる「積極的補完性（Positive Complementarity）」が機能するために

は 8）、国家による規程に基づく訴追の真摯さが ICCにより検討される過程において、規程

の「解釈」が ICCと関係国国内裁判所との間で一定程度共有されている必要がある。この

ような解釈の共有化は、他の条約においても問題となりうる。多くの多数国間条約におい

て、締約国政府とその裁判所、条約実施機関、その他の国際裁判所など、条約解釈権を持

つ様々な主体の間のダイアローグによって条約解釈が安定化される 9）。しかし、ICC規程

における補完性の原則を前提とするならば、このような共有された解釈の形成過程におい

ては、ICCと締約国・非締約国との間に、他の条約の解釈とは異なる力学が働くものと考

えられる。

₂　解釈上のジレンマ

　次に、ICC規程の解釈におけるジレンマ─条約解釈に影響を及ぼす様々な対立要素─を

整理しておきたい。

　後述するように、ICC規程が規定する「刑法の一般原則」、特に罪刑法定主義は、ICC規

程の解釈に対して決定的な影響を及ぼす概念である。しかし、この罪刑法定主義との関係

において常に緊張をもたらしうる要請が、ICC規程に内在している。例えば規程前文は、

「国際社会全体の関心事である最も重大な犯罪が処罰されずに済まされてはならないこと」、

「そのような犯罪に対する効果的な訴追が……確保されなければならないこと」の重要性

を確認している。このように、ICC規程は「実質的な正義（substantive justice）」を確保す

ることをその存在理由としている。このような犯罪の重大性と責任者処罰の必要性を強調

する「実質的な正義」の要請は、いわゆるニュルンベルク裁判や東京裁判が「事後法に基

づく裁判である」との批判を受けた際に国際軍事裁判所が強調した点であった  10）。これら

の例が示唆するように、「重大な犯罪を処罰しなければならない」という要請は、罪刑法定

主義に基づく厳格解釈原則との衝突を招きうるものであり、ICC規程の対象犯罪であるコ
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 8） ICC, the Office of the Prosecutor, Prosecutorial Strategy, 2009-2012, 1 February 2010, at http://

www.icc-cpi.int/NR/rdonlyres/66A8DCDC-3650-4514-AA62-D229D1128F65/281506/OTPProsecutorial 

Strategy20092013.pdf (as of 1 March 2020) paras. 16-17.

 9） Anthea Roberts, ʻSubsequent Agreements and Practice  :  The Battle over Interpretive Powerʼ in Georg 

Nolte (ed.), Treaties and Subsequent Practice (Oxford University Press, 2013), p. 101.

 10） International Military Tribunal (Nuremberg), Judgment and Sentences, reproduced in American 

Journal of International Law, Vol. 41, No. 1 (1947), p. 217.
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アクライムの重大性を踏まえると、規程解釈を不当に拡張しうる要因となる懸念がある  11）。

武力紛争や類似の状況における個人の保護と被害者の救済の最大化をはかりつつ、他方で

刑法の一般原則との厳格な合致をいかに図るかという 2種類のリベラリズムが衝突する状

況が生じるのである 12）。

　また、罪刑法定主義の概念は、常に「法」の発展との摩擦を生じさせる。新たな立法措

置により「新しい」犯罪に対処しうる場合には、このような摩擦は最小限に抑えることが

できるであろう。しかし、改正手続が準備されているものの、実質的には改正不可能だと

されている ICC規程の場合には 13）、ICC外において発展する国際刑事法と規程が求める罪

刑法定主義との摩擦は、より深刻なものとなる。

　さらに、解釈上のジレンマとしては、ICC規程の本質的に hybridな性格も考慮されねば

ならないだろう。ICC規程を含む国際刑事法は、国際人道法、国際人権法、国内刑法と

いった、それぞれ内包する存在理由が違い、また解釈上のベクトルが全く異なる規範の

hybridな存在である。例えば、国際人道法や国際人権法の ICC外での「発展的」解釈が生

じている場合に、後述のような様々なルートを通じて ICC規程の解釈に影響を及ぼす可能

性がある。むしろそのような影響は不可避であるとも考えられる。また、国内刑法に倣っ

て規程および関連文書の解釈を行う場合にも、大陸法系の刑事法とコモンロー系の刑事法

それぞれの伝統を反映した hybridな規程の性質も解釈のジレンマを生じさせる。例えば、

刑事責任の範囲や、刑事裁判手続のあり方をめぐって、それぞれの法系の国内法の伝統に

34　（ 34 ）

 11） Paola Gaeta, “The Super-Normativity of International Criminal Law,” AJIL Unbound, Vol. 114 (2020), 

pp. 85-86.　規程前文が定める「国際社会全体の関心事である最も重大な犯罪が処罰されずに済まさ
れてはならないこと」（「不処罰防止原則（No Impunity Principle）」）が、ICC規程の趣旨目的として、
規程の拡張的解釈に援用される目的論的解釈の問題点については後述（Ⅱ 2⑴）の通り。

 12） Marjan Ajevski, “International Criminal Law and Constitutionalisation  :  On Hegemonic Narratives in 

Progress,” Erasmus Law Review, Vol. 6, No. 1 (2013), p. 56.

 13） Alain Pellet, “Applicable Law,” in Antonio Cassese et al. (eds.), The Rome Statute of the International 

Criminal Court  :  A Commentary (Oxford University Press, 2002), p. 1084.　ICC規程の改正は、特に
対象犯罪の定義に関して、その困難性（不可能性）が顕著だとされる。ICC規程の改正は、まず「締
約国会議の会合又は検討会議における改正の採択については、コンセンサスに達することができない
場合には、締約国の 3分の 2以上の多数による議決」（第121条 3 項）が必要とされている。その上で、
犯罪の定義に関わる部分を除く規定の改正発効については、「締約国の 8分の 7による批准書又は受
諾書の寄託の後一年ですべての締約国について効力を生ずる」（同 4項）とされているのに対して、犯
罪の定義に関する「第 5条から第 8条までの規定の改正は、当該改正を受諾した締約国については、
その批准書又は受諾書の寄託の後一年で効力を生ずる。当該改正を受諾していない締約国については、
裁判所は、当該改正に係る犯罪であって、当該締約国の国民によって又は当該締約国の領域内におい
て行われたものについて管轄権を行使してはならない」（同 5項）とされている。なお、実際の規程改
正の試みについては、後述の脚注81）を参照。
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引きずられた議論が解釈上の対立を修復不可能なほどに悪化させることもある 14）。

　次章では、このようなジレンマを内包した ICC規程の解釈がどのように行われているか

を検討する。

 
Ⅱ　解釈アプローチ

₁　ICC規程に関する解釈規則

⑴　条約法条約の解釈規則の適用

　ICCの各裁判部は、ICC規程の解釈に関しても、条約法に関するウィーン条約（条約法

条約）の第31条および第32条に規定される解釈規則が適用されることを一致して、かつ組

織的に承認してきた 15）。

　例えば、2006年 7 月のコンゴ民主共和国の事態に関する上訴裁判部判決では、条約法条

約第31条および第32条が規程の解釈を規律することを認め、「法の一部の解釈を規律する

規則とは、その文脈に則して、かつ趣旨および目的に照らして読むこと」であると述べ

た 16）。2014年の Katanga事件第一審裁判部判決では、さらに、条約法条約第31条の解釈規

則について詳述し、第31条 1 項が「複数の解釈規則」を認めているのではなく、単数形の

Rule、すなわち単一の解釈規則を規定したこと、したがって、そこに含まれる「用語の通

常の意味」、「文脈」、「趣旨目的」などの種々の要素の間に優劣関係がなく、これら要素は

総合的に検討されなければならないことを確認した 17）。

⑵　ICC 規程における解釈の特別な規則

　以上のような条約法条約の解釈規則に則った規程の解釈が一般的に認められる反面、規

程においては、その解釈に大きく影響を及ぼし、場合によってはそのような一般規則の効

果を制限する特別な規則が明示されている。条約解釈規則の特別法と考えられるそれら規

則の第一は、第21条 1 項における適用法の明示、さらに適用法相互間の階層構造の導入で

ある。第21条 1 項は、⒜「この規程、犯罪の構成要件に関する文書（以下、EoC）及び手

（ 35 ）　35

 14） その代表例として、後述（Ⅱ 2⑵）の「間接的共同正犯 indirect co-perpetrator」に関する裁判官た
ちの対立が挙げられる。

 15） Le Procureur c. Germain Katanga, Jugement rendu en application de lʼarticle 74 du Statut, La Chambre 

de première instance II, 7 mars 2014, ICC-01/04-01/07-3436, [Katanga TCJ], para. 43.

 16） Situation in the Democratic Republic of the Congo, Judgement on the Prosecutorʼs Application for 

Extraordinary Review of Pre-Trial Chamber Iʼs 31 March 2006 Decision Denying Leave to Appeal, 

Appeals Chamber, 13 July 2006, ICC-01/04-168, paras. 6, 33.

 17） Katanga TCJ, paras. 44-45.



国際刑事裁判所における規程の「発展的解釈」（新井）

続及び証拠に関する規則」、⒝「適用される条約並びに国際法の原則及び規則（確立された

武力紛争に関する国際法の原則を含む。）」、⒞「裁判所が世界の法体系の中の国内法から

見いだした法の一般原則（適当な場合には、その犯罪について裁判権を通常行使し得る国

の国内法を含む。）」を適用法規として列挙している。さらに、同項は、各適用法規を「第

一に」、「第二に、適当な場合には」、「そのほか……」などの語句を用いて階層化してい

る 18）。これにより、適用法の中でも、ICC規程と関連する締約国会議制定文書に優越性が

与えられており、条約法条約第31条 2 項および 3項に言及されている規程に関連した当時

国間の合意、ならびに規程外の条約や慣習法の参照が制限されることになる。2009年の Al 

Bashirに対する逮捕状決定では、集団殺害犯罪の EoCが「（問題となる殺害等の行為が）

同一の行為の明白なパターンの文脈において行われていること」という、規程自体やジェ

ノサイド条約などには含まれていない文脈的要件を追加したため、第21条 1 項⒜、⒝、⒞

の適用法規の関係が問題になった。この点について、予審裁判部決定は、第21条 1 項につ

いて次のように述べている。

「ICC規程第21条 1 項⒝号および⒞号に規定された規程等以外の適用法は、次の 2つの条
件を満たす場合にのみ援用されうる。すなわち、ⅰ ICC規程、EoCおよび手続証拠規則に
文言上の欠缺があるとき、ならびに ⅱ そのような欠缺が条約法条約第31条および第32条
ならびに規程第21条 3 項に規定される解釈規則の適用によっては埋められないとき。」 19）

　第 2に、上記逮捕状に関する決定にも言及された規程第21条 3 項は、同条 1項が列挙し

た適用法の「適用及び解釈は、国際的に認められる人権に適合したものでなければならず」、

性、年齢、人種、皮膚の色等による差別なく行われなければならないと規定している。こ

の規定の意義については後述するが（Ⅲ 1⑵⒜参照）、条約法条約の原則に基づく ICC規

程の解釈に実質的な影響を及ぼす特殊な要因である。

　第 3に、最も重要な原則として、規程第22条 1 項は、「法なくして犯罪なし」の原則、い

わゆる罪刑法定主義の原則を規定している 20）。さらにこれを具体化して、同条 2項は、「犯

罪の定義については、厳格に解釈するものとし、類推によって拡大してはならない。あい

まいな場合には、その定義については、捜査され、訴追され、又は有罪の判決を受ける者

36　（ 36 ）

 18） Ibid., para. 39.

 19） The Prosecutor v. Omar Hassan Ahmad Al Bashir, Decision on the Prosecutorʼs Application for a 

Warrant of Arrest against Omar Hassan Ahmad Al Bashir, Pre-trial Chamber I, 4 March 2009, ICC-
02/05-01/09-3 [Al Bashir AW], para. 44.

 20） 刑事法廷において当然認められるべき原則であるが、同旨の明文による承認が旧ユーゴ国際刑事裁
判所（ICTY）規程など従前の刑事裁判所規程には存在しなかった点に注意が必要である。
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に有利に解釈する」という厳格解釈の原則、類推による拡大解釈の禁止、いわゆる in dubio 

pro reo（「疑わしきは被告人の利益に」）の原則を明記している。これらの罪刑法定主義は、

ICCが刑事法廷として設立された存在理由に関わる原則として、ICC規程の解釈において

最も重要な規則であり 21）、条約法条約の解釈規則に対して優越的に機能するとされる  22）。

条約法条約の解釈規則が、ICC規程の解釈規則にどのような影響を受けるかについて、

Groverは、規程が求める厳格解釈原則と条約法条約がいう「用語の通常の意味」の「誠実

な解釈」の要請との連関を指摘し、さらに厳格解釈原則の下では、条約法条約第31条 1 項

に言及されているそれ以外の要素（文脈、趣旨目的）を用語の通常の意味を変更するため

に援用してはならないという、ICC規程における「文言主義的解釈」の優越を主張してい

る 23）。

　ICC規程の解釈実践において、この厳格解釈原則が、ありうる（裁判当事者が主張しう

る）複数の解釈の中から 1つを選び出す過程で「制限的」に作用した例として、次のよう

な ICC規程第30条に関する展開がある。

　同条は、刑事責任の主観的要素（mens rea）として、「故意または認識して」犯罪の客

観的要素（actus reus）が実行されることを求めており、同条 2項⒝は、「故意」の範囲に

「結果に関しては、……通常の成り行きにおいてその結果が生ずることを意識している場

合」を含めている。初期の判例においては、ここで言う「故意」が、国内法上のいわゆる

「未必の故意 dolus eventualis」を含みうるかが問題とされた。この点に関して、判例上は、

例えば日本刑法の用語で言うところの「確定的故意」のうち、dolus directus in the first 

degree、すなわち「結果を認識予見し、かつそれを望んでいる場合」および、dolus directus 

in the second degree、すなわち「結果を望んでいるわけではないが、確実に起こることを

認識予見している場合」が ICC規程第30条に言う故意に含まれるものの、いわゆる「未必

の故意」 、すなわち「違法の結果は、不確実であるが、その蓋然性を認識し、容認してい

た場合」は含まれないと解釈されている 24）。第30条 2 項が定義する「故意」に未必の故意

が含まれないことは、Bemba事件の公判前確認決定では同項の「通常の成り行きにおいて 

（ 37 ）　37

 21） Joseph Powderly, “The Rome Statute and the Attempted Corseting of the Interpretative Judicial 

Function  :  Reflections on Sources of Law and Interpretative Technique,” in Carsten Stahn (ed.), The 

Law and Practice of the International Criminal Court (Oxford University Press, 2015), p. 490.

 22） Katanga TCJ, paras. 51-57.

 23） Grover, supra note 1, pp. 398-399.

 24） ここに挙げた様々な「故意」の日本語による概念分類については、河島さえ子「『ジェノサイドの意
思』の性質に関する一考察─旧ユーゴスラビア国際刑事法廷の判例を中心に─」『専修コース研
究年報』，at http://www.j.u-tokyo.ac.jp/jjweb/research/MAR2005/16149.pdf (as of 1 March 2020)を
参照した。
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in the ordinary course of events」という文言、Lubanga事件第一審裁判部判決では「結果

が生じうるmay occur」の代わりに用いられた「結果が生ずるwill occur」という文言のそ

れぞれの通常の意味に基づき認められた  25）。そして、このような「未必の故意」およびそ

れより低い程度の主観的要素を排除する解釈こそが、規程第22条 2 項の厳格解釈原則に調

和する唯一の解釈であることが確認された 26）。

₂　拡張的（発展的）解釈の余地？

　第22条 2 項の厳格解釈原則に加えて、ICC規程の規定振りそのものも、一見して、発展

的解釈を含めた裁判官による拡張的解釈の余地を極小化しようとしているようにみえる。

第 1に、規程の第 6、第 7、第 8条に置かれた犯罪の定義は、アドホック刑事法廷の規程

における対象犯罪の定義に比して、はるかに精緻なものとされている  27）。さらに、規程第

9条に基づいて、締約国会議は「（第 6条～第 8条の）解釈及び適用に当たり……参考とす

る」文書として個々の犯罪について文脈的・実体的構成要件を明記したEoCを採択してい

る 28）。EoCによる補完も考慮すると、ICC規程が犯罪の定義を可能な限り詳細化しようと

しているのは明白であろう。ICTYのいわゆる「カッセーゼ・アプローチ」 29）が ICC規程起

草者（国家代表たち）に抱かせた懸念を抑えるために、ICCによる司法的創造性の余地を

可能な限り削ごうとした結果がこのような詳細な規定振りに現れたのである。

　他方で、このような ICC規程の極めて詳細な条文を前提に、さらに規程第22条 2 項の厳

格解釈原則が絶対視される状況においても、なお規程に「解釈の余地」が残ることは否定

できない。実際、先述のように、ICC規程上の欠缺の可能性が確認され、条約法条約の解

釈規則に従った解釈によってかかる欠缺を埋めることは当然視されている。

　しかし、罪刑法定主義の下で、刑事法廷がそのような拡張的（発展的）解釈をどの程度

38　（ 38 ）

 25） The Prosecutor v. Jean-Pierre Bemba Gombo, Decision Pursuant to Article 61(7)(a) and (b) of the 

Rome Statute on the Charges of the Prosecutor Against Jean-Pierre Bemba Gombo, Pre-trial 

Chamber II, 15 June 2009, ICC-01/05-01/08-424 [Bemba DCC], para. 360.　The Prosecutor v. 

Thomas Lubanga Dyilo, Judgment pursuant to Article 74 of the Statute, Trial Chamber I, ICC-01/04-
01/06-2842, 14 March 2012 [Lubanga TCJ] para. 1011.

 26） Bemba DCC, para. 369.

 27） 数量的に示せば、戦争犯罪の定義に関して、ロンドン憲章は73語、ICTY規程は239語を費やしてい
るに過ぎないのに対して、ICC規程第 8条は1549語を費やしている。Powderly, supra note 21, p. 454.

 28） EoCが規程の解釈に及ぼす影響については、後述のⅢ 2⑵⒝を参照。
 29） Joseph Powderly, “Distinguishing Creativity from Activism  :  International Criminal Law and the 

ʻLegitimacyʼ of Judicial Development of the Law,” in Yvonne McDermott (ed.), Ashgate Research 

Companion to International Criminal Law  :  Critical Perspectives (Routledge, 2016), p. 233.
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とりうるかについては議論がある。例えば、ヨーロッパ人権裁判所の判例  30）は、「法の発

展の結果が既存の犯罪の本質と一致し、発展が合理的に予測されうるかぎり」、罪刑法定主

義の原則そのものが、裁判所の解釈による刑事責任に関する規則の「段階的明確化」を禁

止するわけではないとの立場を取っている 31）。ICTYもかつて、ヨーロッパ人権裁判所と

同様に、法の発展の犯罪実行者による認識可能性を罪刑法定主義の解釈に織り込んで判断

したことがある 32）。しかし ICCは、予測可能性に依拠した罪刑法定主義の緩和には否定的

な立場を取っているように思われる。例えば、Lubanga事件の公判前確認手続では、弁護

側は、子ども兵の使用に関する「法」を被告人が認識しておらず、さらにかかる法の発展

について予測可能でもアクセス可能でもなかったという抗弁を行った。それに対して、予

審裁判部は、ICC規程の発効に伴い子ども兵の使用に関わる犯罪について罪刑法定主義の

問題は生じていないとして、法の発展の予測可能性に基づく判断を避け、被告人による

「法の錯誤」の問題として検討した。その上で、ICC規程における罪刑法定主義の実質的意

味として、被告人が有罪かどうかを決定する際に、裁判所が「明文の（lex scripta）、規程

締約国によって承認された既存の刑罰法（lex praevia）であって、禁止された行為を明示

しそれに伴う量刑を定義しており（lex certa）、類推による解釈を許さない（lex stricta）

もの」に基づく場合に、罪刑法定主義に合致することを確認した 33）。

　このように ICCによる規程の解釈は、罪刑法定主義・厳格解釈原則を根幹的規則として

展開されている。しかし、限定的ではあるが、拡張的なまたは発展的な目的論的解釈や、

複数のあり得る解釈の中から犯罪や刑事責任の範囲を拡大する解釈が選び取られる事例も

見られる。以下では、そのような例を検討する。

⑴　犠牲者志向の目的論的解釈？

　まず、幾つかの事例においては、目的論的解釈とみられる法的推論により、犯罪の定義

の拡張が試みられた。その一例が、Lubanga事件における、規程第 8条 2項⒝（ⅹⅹⅵ）または同

項⒠ⅶが定義する子ども兵に関わる犯罪の範囲に関わる解釈である。

　Lubanga事件公判前確認手続では、第 8条 2項⒝（ⅹⅹⅵ）において子ども兵たちが徴集・編

入される対象を「自国の軍隊 the national armed forces」と規定しているものの、これを

（ 39 ）　39

 30） CR v. The United Kingdom, Decision of 22 November 1995, [1995] ECHR (A.335-C), para. 34

 31） Mohamed Shahabuddeen, “Does the Principle of Legality Stand in the Way of Progressive 

Development of Law ?” Journal of International Criminal Justice, Vol. 2, No. 4 (2004), pp. 1007-1017.

 32） ICTY, The Prosecutor v Hadžihasanović et al., Decision on Joint Challenge to Jurisdiction, Trial 

Chamber II, 12 November 2002, IT-01-47-PT, para. 62.

 33） La Procureur c. Thomas Lubanga Dyilo, Décision sur la confirmation des charges, La Chambre 

préliminaire I, 29 janvier 2007, ICC-01/04-01/06-803, [Lubanga DCC], paras. 301-303.
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正規軍に限定するのは、「不処罰との戦い」という規程の趣旨目的を損ないうるとして、

Lubangaが率いた非国家武装組織に対する編入もこの犯罪を構成しうると判断した 34）。た

だし、公判前確認手続は問題となる武力紛争を国際的武力紛争と分類したため、本号が適

用されたが、その後、第一審裁判部判決では、問題となる紛争は非国際的であると改めて

結論づけられたため、同項⒠ⅶが適用された  35）。後者は子どもたちを「軍隊若しくは武装

集団に強制的に徴集し若しくは志願に基づいて編入すること」と明記し、非国家的な「武

装集団 armed groups」も編入先と想定されていたため、公判前確認決定のような拡張的

解釈を必要とはしなかった 36）。

　同様に Lubanga事件では、子どもたちの「利用」形態として、条文に言う「敵対行為に

積極的に参加させるために使用すること」に子ども兵を性的搾取やジェンダーに基づく犯

罪の対象とすることを含むかどうかが検討された。第一審裁判部判決は、子ども兵に対す

る犯罪としての「徴集」「編入」「敵対行為での使用」はいずれも規程中に定義がないため、

規程第21条および第22条、条約法条約第31条の解釈規則に則って解釈されなければならな

いとした 37）。裁判部は、シェラレオネ特別裁判所の判例、児童の権利条約とその議定書な

どの関連規定において、「子どもたちは、他の文民たる住民に比べて特に脆弱であるゆえ

に特別な取扱いが必要である」と認められていることから、子ども兵の使用禁止の趣旨目

的を「『兵士とされることに伴う潜在的なトラウマ』から子どもたち守ること」と捉えた 38）。

そのうえで、軍隊内の子どもが「潜在的なターゲットとされうる」限り、戦闘員を支える

様々な役割に参加させられることを広く犯罪と捉えた  39）。ただし、裁判部の多数意見は、

このように拡張的な解釈の余地をみとめながら、性的搾取・ジェンダーに基づく犯罪につ

いて検察官が訴因に挙げなかったため明確には判断しなかった。

　その後、Lubanga事件の上訴裁判部判決は、より慎重に「子どもの活動と敵対行為との

間に十分に密接な関連が必要」であるとの立場をとった  40）。しかし、同事件における第一

40　（ 40 ）

 34） Ibid., para. 281.

 35） Lubanga TCJ, para. 567.

 36） しかし、同裁判部の Odio Benito裁判官は、紛争の性質の如何をとわず、子どもたちの編入先組織
の性質（国家か非国家か）に基づいて禁止の範囲を決定することは、「規程の趣旨目的、および第21条
3 項の国際的に認められた人権」に反するとの反対意見を付している（Lubanga TCJ, Separate and 

Dissenting Opinion of Judge Odio Benito, para. 13）。
 37） Lubanga TCJ para. 600.

 38） Ibid., para. 605.

 39） Ibid., para. 628.

 40） The Prosecutor v. Thomas Lubanga Dyilo, Judgment on the appeal of Mr Thomas Lubanga Dyilo 

against his conviction, Appeals Chamber, 1 December 2014, ICC-01/04-01/06-3121-Red, [Lubanga 

ACJ], para. 329.
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審裁判部までの各裁判部のアプローチでは、子ども兵に対する犯罪に関して、犠牲者であ

る子ども兵の権利の観点から、あるいは「不処罰防止原則」の観点から規程の目的論的解

釈が試みられている。

　ただし、目的論的解釈による拡張的解釈の幅は参照される規程の「趣旨目的」をどのよ

うに理解するかによって左右される。例えば Katanga事件第一審裁判部判決は、条約法条

約に基づいて「規程の趣旨目的は条文の意味を明確化する重要な要素の 1つであり、解釈

の際に常に念頭に置かねばならず、十分考慮が必要である」としつつも、例えば「不処罰

の防止」という前文にある規程の「目的」を、規程の文言に含まれない解釈や条文の『純

粋な文言通りの読み方（une lecture purement littérale de son texte）』と合致しない法を

創造するために利用することができないのは自明である」と警鐘を鳴らしている 41）。

⑵　文言主義解釈の裏切り？

　このように、ICC規程の解釈において「目的論的解釈」が行われ、それが拡張的な解釈

の方向性を持つ実例は限定的ながら存在する。しかしその一方で、文言主義的解釈として

「用語の通常の意味」を強調しながら、実際には規程が明記していない点を大幅に拡張的

に解釈したと批判される例も存在する。「間接的共同正犯 indirect co-perpetration」をめぐ

る解釈上の争いがそれである。

　規程第25条 3 項⒜から⒟は、一般的に適用される刑事責任の形態を列挙する。そのうち

⒜号では、いわゆる「正犯」となりうる刑事責任について「単独で、他の者と共同して、又

は……他の者を通じて当該犯罪を行うこと（下線引用者）」を挙げている。このうち、「共

同で」と「他の者を通じて」がそれぞれ、日本刑法の用語によれば、共同正犯および間接

正犯ということになる。問題となったのは、この 2つの概念を組み合わせて、「間接的共同

正犯」がありうるかであった。これは、例えば、別の組織 Xと Yのそれぞれの司令官 x氏

と y氏が二人で「共同して」、しかし実際にはそれぞれの部下によって犯罪が間接的に実

行されている場合に、司令官 x氏が y氏配下の組織 Yの構成員の行為について「主犯とし

て」責任を負うかという議論である。

　組織による犯罪について、共同の犯罪計画を有する者たちのどの範囲まで刑事責任を広

げうるかは、ICTYでもいわゆる Joint Criminal Enterprise概念をめぐって議論が展開され

（ 41 ）　41

 41） Katanga TCJ, para. 55.　ここで第一審裁判部がこのような語を用いた理由を推測すると、次節のよ
うな拡張的な「文言主義解釈」が有り得ること、また条約法条約に基づく条約解釈の「操作的」な性
質を踏まえるならば、罪刑法定主義や厳格解釈原則と合致するのは、条約法条約が言う文脈や趣旨目
的により与えられる「用語の通常の意味」よりも厳格な用語の「文字通りの自然な意味」であると措
定し、いわゆる文言主義 textualismの立場を強調したかったのではないかと思われる。
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た 42）。ICC規程起草時にも、この点について非常に困難な議論が生じた。すなわち、各国

の国内刑法を背景にして、様々な立場から議論が交わされ、英米法と大陸法（特にドイツ

刑法学）の見解をとる代表たちの対立は解決不可能であったとされる。このような対立を

背景に、第25条 3 項⒜は、極めて単純な規定振りのまま残されたのだと指摘される 43）。

　この第25条 3 項⒜に関して、Lubanga事件公判前確認手続において、予審裁判部は「直

接の実行者のみならず、現場にいないが、犯罪の実行をコントロールする者または首謀者

mastermind」も犯罪の主犯として訴追されるべきだと述べて、主犯としての刑事責任の拡

がりを、いわゆる犯罪のコントロール理論に基づいて論じた 44）。他方で Katanga他事件公

判前確認手続において、予審裁判部は、コントロール理論に基づいて、「他の者と共同し、

かつ他の者を通じて」犯罪を実行する間接的共同正犯を、第25条 3 項⒜の規定に読み込ん

だ 45）。

　ここで注目されるのは、法廷が間接的共同正犯概念を25条 3 項⒜の「通常の意味」に含

まれるとする文言主義的解釈の立場を示していることである。「他の者と共同し（A）、ま

たは（or）、他の者を通じて（B）」との文言に関して、A or Bは、Aか Bの「どちらか」

の意味にとどまるのではなく、Aか Bのどちらか一方、または AB両方の 3通りの意味が

含まれるという論理により、共同正犯と間接正犯の意味を統合した間接的共同正犯を読み

取ったのである 46）。

　第25条 3 項⒜の文言の通常の意味に含まれる以上、例えば ICTYの判例で間接的共同正

犯は慣習法上の根拠が無いと判示されたとしても 47）、また各国の刑法において共通する概

念が無い（すなわち法の一般原則が存在しない）としても、第21条 1 項⒜に基づき、規程

の「通常の意味」がそのような二次的適用法よりも優越することとされた 48）。後に、

Lubanga事件の第一審裁判部は、間接的共同正犯概念の必要性に関連して、各国国内刑事

42　（ 42 ）

 42） Mohamed Shahabuddeen, “Judicial Creativity and Joint Criminal Enterprise,” in Shane Darcy and 

Joseph Powderly (eds.), Judicial Creativity at the International Criminal Tribunals (Oxford University 

Press, 2010), pp. 184-203.

 43） Leila Nadya Sadat and Jarrod M. Jolly, “Seven Canons of ICC Treaty Interpretation  :  Making Sense 

of Article 25ʼs Rorschach Blot,” Leiden Journal of International Law, Vol. 27, No. 3 (2014), p. 774.

 44） Lubanga DCC, para. 330.

 45） The Prosecutor v. Germain Katanga and Mathieu Ngudjolo Chui, Decision on the confirmation of 

charges, Pre-trial Chamber I, 30 September 2008, ICC-01/04-01/07-717, [Katanga DCC], para. 499.

 46） Ibid., para. 491.

 47） ICTY, The Prosecutor v. Milomir Stakić, Judgment, Appeals Chamber, 22 March 2006, IT-97-24-A, 

para. 62.

 48） Katanga DCC, para. 508.
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法において異なる立場をとる国が多いとしても、ICC規程における刑事責任の形態は

「ICCの管轄下にある犯罪（コアクライム）により生じる個人の責任の重大さに適切に応

えうる」ようなものでなければならないため、特別な解釈がなされるべきだとして、目的

論的にも間接的共同正犯概念を支持している 49）。

　この例は、一見したところ「文言主義的」解釈を取っているように見えるものの、起草

過程において意図された曖昧さ、および学説上の議論対立を乗り越えた「拡張的」解釈

を可能にしており、「文言主義の裏切り」であると批判されている 50）。例えば、Van den 

Wyngaert判事は、Katangaと分離して裁判を受け第一審で無罪となったNgudjolo Chuiの

判決に付した個別意見において 51）、用語の通常の意味を最大限尊重しなければならないと

の立場から出発して 52）、間接的共同正犯の概念を強く批判した。すなわち、第25条 3 項⒜

は、伝統的な犯罪の「実行 commit」や「共同正犯 co-perpetration」の概念しか含んでおら

（ 43 ）　43

 49） Lubanga TCJ, para. 976.　いわゆる「間接的共同正犯」概念は、ICCの判例上繰り返し援用されて
いるが、その根拠は、近年、より問題の少ないものに変化したように思われる。2014年の Lubanga事
件上訴裁判部判決は、間接的共同正犯を、Katanga他の公判前確認決定のように第25条 3 項⒜におけ
る「第 4の」責任形態として理解するのではなく、「他者を利用」した「共同正犯」として、すなわち
第 3の責任形態（間接正犯）を読み込んだ第 2の責任形態（共同正犯）の一類型とみたからである
（Lubanga ACJ, paras. 458-473）。2016年の Ongwen事件公判前確認決定では、さらに明確に、「間接
的共同正犯」と（直接的）共同正犯の相違は、「客観的構成要件が共同正犯によって（罪の実行に利用
されている）他者を通じて実行されているかどうか」のみである（The Prosecutor v. Dominic Ongwen, 

Decision on the confirmation of charges against Dominic Ongwen, ICC-02/04-01/15-422-Red, Pre-

trial Chamber II, 23 March 2016, paras. 38-39）とされた。2019年のNtaganda事件第一審裁判部判決
は、簡潔に「『間接的共同正犯』は、単独の責任形態と見なされるべきではなく、「共同正犯」の 1つ
の形態である」とした（The Prosecutor v. Bosco Ntaganda, Judgment, Trial Chamber VI, ICC-01_04-
02/06-2359, 8 July 2019, para. 772）。このような理解は、この概念の導入に批判的であった Van den 

Wyngaert判事も第25条 3 項⒜の解釈として許容していたものと合致している（The Prosecutor v. 

Mathieu Ngudjolo Chui, Judgement pursuant to Article 74 of the Statute, Concurring Opinion of Judge 

Christine Van den Wyngaert, ICC-01/04-02/12-4, 18 December 2012, [Chui TCJ CO Van den 

Wyngaert], para. 62）。この点で興味深いのは、Ntaganda事件第一審裁判部判決が、先のような共同
正犯の形態の 1つとして間接的共同正犯を捉える解釈は「規程の文言に合致している」と述べ、その
オーソリティとして、先のアクロバティックな Katanga他の公判前確認決定ではなく、その決定を鋭
く批判した Van den Wyngaert判事による Ngudjolo Chui事件無罪判決に対する個別同意意見を引い
ていることである。

  「間接的共同正犯」も含めた「犯罪に対する共同的支配による共同正犯」に関する最新の議論として
は、Elis van Sliedregt and Lachezar Yanev, “Co-Perpetration Based on Joint Control over the Crime” 
in Jérôme de Hemptinne et al. (eds.), Modes of Liability in International Criminal Law (Cambridge 

University Press, 2019), pp. 85-120.

 50） Powderly, supra note 21, pp. 466-473.

 51） Chui TCJ CO Van den Wyngaert.

 52） Ibid., para. 11.
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ず、起草過程の困難さは、それら伝統的概念の複雑な拡張が不可能であったことを証明し

ていると述べている 53）。その上で、間接的共同正犯は、規程第21条 1 項⒝⒞の慣習法や諸

国に共通する法の一般原則には一切根拠が見当たらない概念であって、根拠として援用さ

れ得たのは、ドイツ刑法に特有の理論、特に Claus Roxinの学説に過ぎないと指摘してい

る 54）。彼女の視点からみれば、間接的共同正犯の概念は、規程およびそれ以外の適用法規、

または規程解釈の補助手段などに依拠して証明することが不可能な「新しい形態の刑事責

任」を、第25条 3 項⒜の「通常の意味」のアクロバティックな解釈により根拠づけたもの

とも言えるのである 55）。

₃　小　　　括

　以上の検討を通じて、ICC規程の解釈を規律する原則について、次のようなことが明ら

かになった。

　第 1に、ICC規程の解釈においては、条約法条約の解釈規則が適用されることに疑いは

ないものの、規程第21条 1 項が規定する ICC規程の優越的地位、および第22条 2 項の厳格

解釈原則が裁判官による解釈を制約している。しかしそのような制約の下でも、裁判官に

は条文を一定程度拡張的に解釈する余地は与えられている。

　第 2に、ICC規程の解釈における条約法条約の解釈規則の機能、および規程第21条や第

22条 2 項の解釈規則としての働きは、いずれもが、坂元教授が指摘するところの解釈規則

の「操作的」性格を帯びているように思われる  56）。すなわち、それらの解釈規則は、他の

条約解釈の場合と同様に、ICC規程の「唯一の」解釈を導く道標というよりは、裁判官の

選択する様々な解釈が可能となるよう、根拠を提供するものとして働いているのである。

間接的共同正犯の概念に関する議論は、この点を明確に示している。条約法条約の解釈規

則に則った文言主義解釈の体裁をとりながら、大胆な意味を「用語の通常の意味」として

読み込み、規程の優越性を根拠に、国際慣習法その他の二次的適用法への参照を封殺して

しまうような解釈を可能ならしめたのである 57）。
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 53） Ibid., paras. 13-15.

 54） Ibid., para. 17.　Claus Roxin, Täterschaft und Tatherrschaft (Cram, De Gruyter, 1963).

 55） Chui TCJ CO Van den Wyngaert paras. 60-61.

 56） 坂元茂樹『条約法の理論と実際』（東信堂、2004年）184頁。
 57） より新しい事例では、いわゆるロヒンギャの「追放」の事態に対する ICCの管轄権の有無に関する
手続において、ICC規程第12条 2 項⒜の「領域内において問題となる行為が発生した国 The State on 

the territory of which the conduct in question occurred」の意味を大胆に「拡張」したとも言われる
判断が、条約法条約第31条に基づいた「文脈的」、「目的論的」な解釈アプローチを援用して結論づけ
られている点、および問題となった規程第 7条 1項⒟の「追放」の「通常の意味」を強調した推論を割
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Ⅲ　解釈における「統合の原理」

　Ⅱでは、ICC規程の解釈規則がどのようなものであり、その下で、条約の拡張的な解釈

の余地がどの程度ありうるのかを検討した。続けてⅢでは、罪刑法定主義と厳格解釈原則

を前提とした ICC規程においても、いわゆる「統合の原理」に基づく発展的解釈による規

範的展開がありうるのかを検討する。

　「統合の原理」とは、条約体制が「法的真空状態で機能するものではなく、それ自体が一

部であるところの『より広い枠組み』の中で機能する」 58）という意味での水平的統合と、

国際文書は「解釈時に支配的な法体系全体の枠組みにおいて解釈されなければならな

い」 59）という垂直的統合に区別される 60）。本稿では、ICC規程の発展的解釈を可能ならし

める条件として、「より広い枠組み」との水平的統合が規程上予定されていることを確認し、

そのような「より広い枠組み」の発展に伴う「垂直的統合」がどの程度可能であるかを検

討することとする。

₁　水平的統合

⑴　規程と規程外の規範との関係

　ICC規程は、規程自体と規程外の諸規範（「より広い枠組み」）との関係について次のよ

うな規定を置いている。第 1に、規程第10条は「この部（管轄権や適用法に関する第 2部）

のいかなる規定も、この規程の目的以外の目的のために現行の又は発展する国際法の規則

を制限し、又はその適用を妨げるものと解してはならない」とし、第22条 3 項は「この条

の規定は、この規程とは別に何らかの行為を国際法の下で犯罪とすることに影響を及ぼす

ものではない」とする。ICTY規程が国際慣習法と直接関連付けられていたのと異なり、

（ 45 ）　45

前提としている点が、条約法条約の解釈規則の「操作的」性格の証左と言えるだろう。[Situation in 

the People’s Republic of Bangladesh/Republic of the Union of Myanmar,] Request under Regulation 

46(3) of the Regulations of the Court, Decision on the “Prosecutionʼs Request for a Ruling on 

Jurisdiction under Article 19(3) of the Statute”, Pre-trial Chamber I, 6 September 2018, ICC-
RoC46(3)-01/18-37, [Rohingya Jurisdiction], paras. 54-55, 64-72.

 58） Interpretation of the Agreement of 25 March 1951 between the WHO and Egypt, Advisory Opinion, 

I.C.J. Reports 1980, p. 73, at para. 10.

 59） Legal Consequences for States of the Continued Presence of South Africa in Namibia (South West 

Africa) notwithstanding Security Council Resolution 276 (1970), Advisory Opinion, I.C.J. Reports 1971, 

p. 16 [Namibia], at para. 53.

 60） 松井芳郎「条約解釈における統合の原理─条約法条約31条 3 ⒞を中心に─」坂元茂樹編『国際
立法の最前線─藤田久一先生古稀記念─』（有信堂光文社、2009年）101-135頁。

喝
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ICC規程においては、規程と規程外の規範とが相互に独立して位置付けられるのである。

また、規程第 6条から第 8条、さらに第 8条の 2のそれぞれの柱書は、そこに含まれる犯

罪の定義が「この規程の適用上」のものであることを明記している。加えて第 8条 1項で

は、戦争犯罪のなかでも「大規模な」もののみが裁判所の管轄下に置かれることを予定し

ている。このように外部の国際法からの独立性が確認されていることから、少なくとも形

式的には、特に一般の国際刑事法との関係で、規程を自己完結的制度と評価することもで

きるだろう 61）。

　しかし他方で、規程第21条 1 項は、条約、国際慣習法および法の一般原則を、規程等に

は劣後するものの、適用法として挙げた。Al Bashir逮捕状決定において、予審裁判部は、

前述のように、ICC規程、EoCおよび手続証拠規則の優越性を確認し、国際慣習法および

法の一般原則が適用可能になるのは、それら一次的適用法の欠缺が存在する場合のみであ

ると述べた 62）。ICC規程と EoCの詳細さを考えると、規程等に「欠缺」が存在し、ICCに

よって国際慣習法や法の一般原則が直接適用される状況はほとんど想定できないため、規

程外の規範が有意に機能するのは、条約法条約第31条 3 項⒞を通じて、規程の解釈のため

に参照される場合の方が多いと考えられる 63）。例えば、最も顕著な例として、ICC規程や

EoCには戦争犯罪の立証の前提となる「国際的武力紛争」や「文民」といった用語の定義

が存在しないが、ICCの諸裁判部は、ジュネーヴ諸条約や国際慣習法などを援用してこれ

ら用語を解釈している 64）。

　このように自己完結的とも評される ICC規程と「より広い」規程外の規範枠組との水平

的統合は、条約法条約第31条 3 項⒞を通じて一定程度確保されうる。ただし、その場合に

重要となるのは、それら規程外の規範の持つ重みであろう。この点で参考になるのが、起

訴された後にケニア副大統領に選出された被告人の Rutoが、副大統領としての職務遂行

のため ICCでの手続への出廷免除を要求したことに対する第一審裁判部の決定である 65）。

46　（ 46 ）

 61） Powderly, supra note 21, p. 453  ;  Leena Grover, “A Call to Arms  :  Fundamental Dilemmas Confronting 

the Interpretation of Crimes in the Rome Statute of the International Criminal Court,” European Journal 

of International Law, Vol. 21, No. 3 (2010), pp. 563, 565  ;  Robert Cryer, “Royalism and the King  :  Article 

21 of the Rome Statute and the Politics of Sources,” New Criminal Law Review, Vol. 12 (2009), p. 394.

 62） Al Bashir AW, para. 44.

 63） Gilbert Bitti, “Article 21 and the Hierarchy of Sources of Law before the ICC,” in Stahn (ed.), supra 

note 21, p. 433  ;  Gudrun Hochmayr, “Applicable Law in Practice and Theory  :  Interpreting Article 21 

of the ICC Statute,” Journal of International Criminal Justice, Vol. 12, No. 4 (2014), p. 662.

 64） Lubanga DCC, paras. 205-211  ;  Bemba DCC, paras. 220-223.

 65） The Prosecutor v. William Samoei Ruto and Joshua Arap Sang, Decision on Mr. Rutoʼs Request for 

Excusal from Continuous Presence at Trial, Trial Chamber V(a), 18 June 2013, ICC-01/09-01/11-777.
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Ruto側は、民主主義を支持する国際法、あるいは「国家元首や高官の職務遂行の保護」に

関わる一般国際法の存在を主張し、それら民主主義擁護規範と ICC規程との関係を問題に

した。第一審裁判部は、規程第21条 1 項が、外部の規範に比べて ICC規程自体を優位に位

置づけていることを念頭に、次のように述べた。

「条約法条約第 31条 3 項⒞は、条約に『より広い国際法』への『従属』を求めているわけ
ではない。同条が求めるのは、解釈者が『より広い国際法』を念頭に置きながら、起草者
がかかる『国際法』を排除する意思を真に有していたかどうか、さらに、そのような逸脱
の真の範囲を確定しなければならないということだ。」 66）

　このように、規程第21条 1 項の効果により、規程解釈において、外部の国際法規範と合

致した解釈を採用する「水平的統合」は、「国際法の一体性」を保護するため望ましいこと

とは認められるが、それは裁判所の義務とまでは言えないとされているのである 67）。

⑵　規程に明示された「水平的統合原理」？

　条約法条約第31条 3 項⒞の作用による水平的統合原理に加えて、ICC規程は 2カ所で、

ある種の「水平的統合原理」に明示的に言及していると思われる。

ａ　第₂₁条 ₃項：「国際的に認められる人権」

　第 1は、第21条 3 項が規定する、ICC規程の解釈適用における、「国際的に認められる人

権」との一致の要請である。

　論者の中には、ICCの適用法の全てが本項に従って審査されなければならず、本項に基

づき、裁判官は「人権法に反する場合には規程自体を適用しないことができる」として、 

ʻsuper-legalityʼ とも呼ばれる一定の「憲法的秩序」が導入されたと評価する者がいる 68）。同

項が、「人権法」を強行規範にあたるもの、または免脱不可能な権利に限定していないこと

を踏まえて、一般的な意味での国際法規範間の優劣関係にとどまらない、無限に拡大しう

る解釈権を ICCに与えたと主張するのである。

　しかし、第21条 3 項がそのような体系的な意味での規範の優劣構造を導入していないこ

とは明らかであろう。なぜなら、第 1に、「国際的に認められる人権」の内実が明示されて

いないことが問題であろう。そのように重要な法的帰結を招く規定に関して、規程に一切

定義が含まれず、それについて起草過程においてほとんど議論が生じていなかったことは、

同項に規程の適用解釈のすべてを支配するような効果が与えられていないことの明確な証
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 66） Ibid., 102.

 67） Hochmayr, supra note 63, pp. 662-663.

 68） Pellet, supra note 13, pp. 1080-1081.
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拠と言えるだろう 69）。第 2に、第21条 1 項が ICCにおける適用法の厳格な階層構造を規定

しているにも拘わらず、国際人権法はその中には明示的に位置づけられていない。むしろ、

同項から明らかなのは、国際人権法そのものが「適用される条約並びに国際法の原則及び

規則」として「二次的な」適用法であるということである。「国際的に認められる人権」は、

そのような適用法の階層化とは関連付けられず、同条の 3項に言及されているのである。

むしろ多数の論者が指摘しているのは、本項の起草過程は裁判所の権限を制限することを

基調としており 70）、起草者は、本項により、「罪刑法定主義」など刑事手続の基本原則との

合致、および被告人に対して公正な裁判を最大限保障することが要請されると想定してい

たということである 71）。

　ただし、第21条 3 項に大がかりな憲法的秩序を読み込むことはできないとしても、ICC

の実践において、同項に一定の効果が認められていることは否定できない。特に手続面に

おいて、国際人権法を直接の根拠として、規程や手続規則にはない制度が導入された事例

が存在する。例えば、Lubanga事件において、被告人により、いわゆる「裁判手続の濫用

abuse of process」理論が援用された際に、上訴裁判部は、規程第21条 3 項により「裁判所

の管轄権は国際的に認められた人権規範に合致して行使されるべきこと」が求められ、

「人権は、管轄権行使を含むすべての側面において規程を支える」のであり、「被疑者・被

告人の基本権が検察官によって侵害されることで公正な裁判が不可能となる場合には……

裁判は行われえない」と述べた 72）。傍論でもあり、意義の不明確な点はあるが、上訴裁判

部は、規程自体にこのような手続停止の直接の根拠がないことを認めつつ、また刑事裁判

所に固有の権限として認めるのでもなく、専ら国際人権法に基づいて手続の濫用に基づく

手続停止の可能性を認めているように思われる 73）。手続的局面における同様の例として、

規程第93条 7 項に基づき国家が拘禁していた者を「証人」として ICCに移送したケースに

おいて、同項⒝が「裁判所は、移送による目的が満たされたときは、当該者を被請求国に

遅滞なく送還する」と規定しているにも拘わらず、当該証人が「庇護」を申請したため、

48　（ 48 ）

 69） Gerhard Hafner and Christina Binder, “The Interpretation of Article 21 (3) ICC Statute  :  Opinion 

Reviewed,” Austrian Review of International and European Law, Vol. 9 (2004), pp. 173-174.

 70） Mahnoush H. Arsanjani, “The Rome Statute of the International Criminal Court,” American Journal 

of International Law, Vol. 93, No. 1 (1999), pp. 28-29.　ただしArsanjaniは、そのような起草者の元々
の意思とは反対に権限拡大的な規定になったと指摘している。

 71） Grover, supra note 61, p. 559.

 72） The Prosecutor v. Thomas Lubanga Dyilo, Judgment on the Appeal of Mr. Thomas Lubanga Dyilo 

against the Decision on the Defence Challenge to the Jurisdiction of the Court pursuant to article 19 

(2) (a) of the Statute, Appeals Chamber, 3 October 2006, ICC-01/04-01/06-772, para. 36-37.

 73） Powderly, supra note 21, p. 487.
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「裁判部は、規程第21条 3 項に求められる国際的に認められた人権に合致したやり方で規

程第93条 7 項を適用することができない」として、元の拘禁国への送還を停止する決定が

行われたことがある 74）。

　規程の解釈適用に対する第21条 3 項の効果として、さらに問題となりうるのは、「被害

者の権利」の位置づけである。いわゆるロヒンギャの「追放」に関する事態についての裁

判所の管轄権が問われた2018年の予審裁判部決定では、先述の「裁判手続の濫用」理論に

関する上訴裁判部判決が明らかにした「人権は規程を支える」という第21条 3 項の趣旨に

基づいて、「検察官は、予備的調査の実施とその結果との関係で、国際的に認められた被害

者の人権、特に真実を知り、正義にアクセスし、賠償を要求する権利を尊重するよう求め

られ」、「犠牲者が手続に参加し賠償を求める権利は、検察官が捜査を開始すること、およ

び捜査開始の許可を求めることに完全に依存している」と明言した  75）。この決定では、別

の根拠により裁判所による管轄権行使が可能であることが「証明」されているため、第21

条 3 項に基づく「被害者の権利」の尊重が規程第12条の解釈に決定的影響を及ぼしたとは

考えられないが、少なくとも第21条 3 項の下で被害者の権利を実現することもまた考慮要

素であることが確認できる。

　発展する国際人権法が ICC規程の解釈適用に及ぼす影響は、先に挙げた条約法条約第31

条 3 項⒞や規程第21条 1 項⒝を通じた水平的統合の過程としても現れるが、規程第21条 3

項には、そのような一般的な統合原理とは異なる意義があることも重要である。先の Al 

Bashirの逮捕状決定によれば、国際人権法を含む条約や慣習法は、規程等に「欠缺」が存

在する場合に限って、二次的適用法として、または解釈の際の参照材料として適用・援用

可能となる。しかし、規程第21条 3 項はそのような欠缺を前提とせず、人権規範の直接の

作用を認めている。その意味では、第21条 1 項が導入した適用法の階層化を超越して、同
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 74） Le Procureur c. Germain Katanga, Décision sur une requête en amicus curiae et sur la « requête 

tendant à obtenir présentations des témoins DRC-D02-P-0350, DRC-D02-P-0236, DRC-D02-P-0228 

aux autorités néːerlandaises aux fins dʼasile », La Chambre de première instance II, 9 juin 2011, ICC-
01/04-01/07-3003, para. 73.　本決定は、第21条 3項の観点から ICC規程の明文規定が排除されること
になった初の事例であるが（Powderly, supra note 21, p. 439）、その後上訴裁判部は、「第21条 3 項は、
裁判所が規程第93条 7 項⒝に基づく義務に違反するよう要求していない。そのように解釈することは、
裁判所が証言や証拠を得るために諸国家と協力する能力を深刻に損なうことになる」と述べており
（The Prosecutor v. Mathieu Ngudjolo Chui, Order on the implementation of the cooperation agreement 

between the Court and the Democratic Republic of the Congo concluded pursuant article 9 (7) of the 

Statute, Appeals Chamber, 20 January 2014, ICC-01/04-02/12-158, para. 26）、第21条 3項による ICC規
程の一部の条文の適用排除が認められるとしても、絶対的なものではないことが明らかとなっている。

 75） Rohingya Jurisdiction, para. 87-88.
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項の「隙を突いて」法の発展に貢献しうる「可能性」が裁判所に与えられたとも指摘され

ている 76）。

ｂ　第 ₈条 ₂項⒝および⒠：「確立された国際法の枠組み」

　もう 1つの水平的統合の現れは、第 8条 2項⒝および⒠において、ICCで訴追対象とす

る「武力紛争の際に適用される法規及び慣例」の違反を「確立された国際法の枠組み［内］

within the established framework of international law」に限定していることである。

　2017年の Ntaganda事件管轄権決定（第一審裁判部・上訴裁判部）では、この「確立さ

れた国際法の枠組み」という制約が ICC規程解釈においてどのような意義を有するかが問

題となった。Ntaganda側の申立ては、戦争犯罪としての性犯罪の被害者が自己が指揮する

軍隊の構成員たる子ども兵だったことから、「確立された国際法の枠組み」に照らして、自

軍「兵士」が戦争犯罪の被害者に含まれることはなく、ゆえに裁判所は事項的管轄権を

欠くというものだった。この点について上訴裁判部は、戦時性犯罪に関する「確立され

た国際法の枠組み」は、被害者がジュネーヴ諸条約などで厳格に定義された「被保護者

（protected persons）」の地位を有すること、すなわち文民、敵国（または敵対当事者）の

権力下におかれた軍隊構成員（捕虜）、傷病等により戦闘外に置かれた者であることを求

めていないと判断した 77）。同時に、この「確立された国際法の枠組み」との合致の要請に

ついて、「規程に欠缺があるかどうかに拘わらず、規程第 8条の解釈が国際人道法と完全

に調和するよう確保するため、国際慣習法および条約の援用を許している」と述べてい

る 78）。この見解は、ICC規程と国際人道法との間の水平的統合を要請するものである。ま

た同時に、この論理に基づくと、第 8条 2項⒝および⒠に基づく戦争犯罪の訴追において

は、先述の第21条 3 項に基づく国際人権法の援用の場合と同様に、国際人道法に関しても、

規程の欠缺を前提とすることなく直接援用できることになる 79）。

₂　垂直的統合─「発展的解釈」の可能性─

　以上のように、ICC規程は、規程外の規範と一定の距離をとりつつも、随所にそれらの

規範枠組みとの水平的統合の原理を組み込んでいる。それでは、規程外における国際法の

50　（ 50 ）

 76） Powderly, supra note 21, p. 489.

 77） The Prosecutor v. Bosco Ntaganda, Judgment on the appeal of Mr Ntaganda against the “Second 

decision on the Defenceʼs challenge to the jurisdiction of the Court in respect of Counts 6 and 9”, 
Appeals Chamber, 14 June 2017, ICC-01/04-02/06-1962.

 78） Ibid., para. 53.

 79） Yudan Tan, ʻThe Identification of Customary Rules in International Criminal Law,ʼ Utrecht Journal of 

International and European Law, Vol. 34, No. 2 (2018), p. 96.
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「発展」がみられた場合に、そのような「発展」を反映した、規程の垂直的統合、すなわち

時間の経過に伴う発展的解釈の余地はありうるのであろうか。

⑴　規程における垂直的統合の要請

　まず ICC規程には、明確に「法の発展」を想定した条文が含まれている。例えば、罪刑

法定主義を規定した第22条 1 項は、ある行為を犯罪とするためには、「問題となる行為が

当該行為の発生した時において」裁判所の管轄犯罪に該当することを求めている。また第

24条 1 項は、規程の遡及効を認めていない。これらは、ICCが適用する法が、時間の経過

に伴い変化することを前提にしている。さらに第24条 2 項は、明らかに、犯罪実行の時点

から、捜査、起訴を経て有罪判決を受けるまでの間に、「法に変更がある」場合を想定し、

そのような場合にも被告人等に「一層有利な法」の適用を求めている。

　そもそも、ICC規程の目的は、常設機関（a permanent institution）として ICCを設立し、

最も重大な犯罪を行った者に対して管轄権を行使する権限を与えることにあった（第 1

条）。したがって、裁判所に与えられるマンデートは、長期間にわたる法の発展を想定し、

かかる発展と一定程度の調和を維持しうるようなものでなければ、裁判所としての正当性

を維持できないことは明らかであった 80）。少なくとも、起草者達には、規程が採択された

1998年の時点で法の発展を凍結させる意図はなく、規程の垂直的統合の必要性は自明だっ

たと思われる。

　もちろん、時間の経過に伴う法の変化に対応するフォーマルな「垂直的統合」は、ICC

規程が予定する規程改正を通じて図られるべきであろう。しかし、規程改正手続の困難さ、

特に締約国のすべて、または大多数に関して有効な改正を実現することの困難さを考える

と、規程改正による「垂直的統合」に期待することは困難であると思われる  81）。そのため、
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 80） Grover, supra note 61, p. 582.

 81） 現実に（2020年 3 月 1 日現在）、規程第121条 4 項に基づく発効を要するとされる改正の試みは、
2015年12月の締約国会議で採択された規程第124条を削除する改正案の一件である。第124条は、締約
国が戦争犯罪について ICCの管轄権から免除されることを宣言することができるという経過措置規
定であるが（この宣言を行った国はこれまで 2カ国のみであり、いずれの宣言も撤回され、または失
効している）、改正案採択から 4年余を経て、締約国123カ国中13カ国が改正案を批准・受諾したに過
ぎず、締約国の 8分の 7による批准・受諾にはほど遠い。第121条 5 項による発効が条件となる第 5
条から第 8条の改正に関しては、第 8条 2項⒝および⒠におけるその使用が戦争犯罪に該当しうるよ
うな戦闘手段（兵器）を追加する提案が 4件存在する。最初の提案として2010年のいわゆるカンパラ
会議で採択された第 8条 2項⒠の改正規定は、改正案採択から10年を経て123カ国中38カ国に批准・
受諾されている。もちろん、第121条 5 項によれば、当該38カ国については、批准・受諾書の寄託から
1年後に改正は発効しているが、締約国123カ国中のごく一部に効力が生じているに過ぎない。その
他の 3件の改正を批准・受諾したのは 2カ国にとどまる。See United Nations, Treaty Series, vol. 2187, 

I-38544.
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以下では「解釈」による垂直的統合（発展的解釈）の可能性が厳格解釈原則の下でどの程

度可能であるかに限って検討する。

⑵　「発展的解釈」による垂直的統合？

　先述のような規程解釈の余地、または国際人権法や国際人道法との調和の手法により、

法の発展に照らした ICC規程の「発展的」解釈による垂直的統合は可能であろうか。これ

までの実践において、僅かではあるが手がかりがあるように思われる。

ａ　犯罪の定義の「自然な発展」？

　国際法の発展に合わせた ICC規程の発展的解釈の一例とされるのが、規程第 7条 2項⒜

の解釈である。同号では、人道に対する犯罪の文脈的要件として「文民たる住民に対する

攻撃」が、「国若しくは組織の政策に従い又は当該政策を推進するため」に行われることが

求められている。ケニアの事態に関する捜査開始許可の手続において、ここで言う「組織」

の意味に関する議論が行われた 82）。本件では、ケニアにおける選挙後に生じた党派間の暴

力行為が人道に対する犯罪に該当するかが問題となっていたが、この暴力行為の担い手が、

文民への攻撃を政策として行いうる「組織」かどうかが議論の焦点であった。予審裁判部

で決定に関与した Kaul判事が、この許可決定に対する反対意見で述べたように、過去の

人道に対する犯罪の事例では、文民に対する攻撃を政策的に実施したのは、いずれも国家

か国家類似の団体（例えば、クメール・ルージュや Srpska共和国のような団体）に限られ

ていた。彼によると、このような「歴史的起源」こそが決定的要素であり、ICC規程の採

択時にも、本号にいう「組織」とは、国家または国家類似の団体であることが前提的了解

であったとされる 83）。しかし、本件に関して捜査開始を決定した予審裁判部の多数意見は、

この文脈的要件について、形式的に国家類似の組織であるか否かではなく、実質的に、基

本的な人間の価値を毀損する行為を行いうる団体かどうかが決定的な要素であると判示し

た 84）。決定理由は明確に述べられていないが、そこで頻繁に引用され多数意見の推論に大

きな影響を及ぼしたと思われる Di Filippoの論稿から推測するならば、このような解釈の

展開は、文民たる住民への「迫害主体（非国家主体）」の評価において、9．11以降、非国家

主体の組織性に関する認識が変化していること、ICTYの判例上「政策の要件」が重要な要

素とは考えられなくなっていることなどを踏まえた、人道に対する犯罪概念の「自然な発
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 82） Decision Pursuant to Article 15 of the Rome Statute on the Authorization of an Investigation into 

the Situation in the Republic of Kenya, Pre-trial Chamber II, ICC-01/09-19, 31 March 2010 [Kenya 

Investigation].

 83） Kenya Investigation, Dissenting Opinion of Judge Hans-Peter Kaul, paras. 33-70.

 84） Kenya Investigation, paras. 90-93.
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展」を反映したものであり、そうである限り、規程第22条 2 項が要請する「厳格解釈原則」

に反しないと理解されていたと思われる 85）。予審裁判部が、規程採択時点の起草者の理解

がKaul判事の示した通りであったことを前提にして、その後の国際法の「自然な発展」を

汲んで規程に新しい解釈をもたらしたのであれば、これは「発展的解釈」による垂直的統

合の一例とすることができるだろう。

ｂ　EoCによる「発展的」解釈？

　最後に、発展的解釈による垂直的統合に関して、EoCが果たしうる役割についても付言

しておきたい。規程の改正が非常に困難である反面、EoCの改正は締約国会議における 3

分の 2の多数決で可能となるため、規程改正に代わって、よりハードルの低い「垂直的統

合」の手段となる可能性があるからである。EoCの改正は、締約国のみならず、絶対多数

による議決をもって行動する裁判官団によっても、検察官によっても提案することができ

るため、フォーマルな規程改正と裁判官による発展的「解釈」という垂直的統合を図る 2

つの手段の中間に位置するものと捉えることができるだろう。

　EoCが ICC規程の規定を実質的に修正する形で機能した一例として、規程第30条 1 項の

mens reaの要件の「緩和」が指摘される 86）。第30条 1項では、「別段の定めがある場合を除

くほか」、犯罪の客観的要件を「故意に及び認識して」実行することが求められ、同条 3項

は「認識」の意味を、「ある状況の存在を意識していること（awareness）」と定義している。

しかし2002年に採択されたEoCは、いくつかの犯罪に関して、構成要件にかかわる事実状

況を「知っていた」ことのみならず、「知っているべきであった（should have known）」

ことも主観的要件として追加しているのである 87）。Lubanga事件の公判前確認決定は、こ

のような犯罪の主観的要件の緩和は、規程第30条 1 項が予定していた「別段の定め」にあ

たるとして、規程と EoCの間の関係を説明した 88）。

　規程第 9条 3項は、「犯罪の構成要件に関する文書及びその改正は、この規程に適合し
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 85） Marcello Di Filippo, “Terrorist Crimes and International Co-operation  :  Critical Remarks on the 

Definition and Inclusion of Terrorism in the Category of International Crimes,” European Journal of 

International Law, Vol. 19, No. 3 (2008), pp. 567-568.

 86） Alexander Grabert, Dynamic Interpretation in International Criminal Law  :  Striking a Balance between 

Stability and Change (Herbert Utz Verlag, 2014), pp. 123-125.

 87） 例えば、子どもに対する犯罪に関する主観的構成要件の 1つに被害者の子どもの年齢が特定の年齢
（15歳または18歳）未満であることを「知っている」か、または「知っているべきであった」ことを挙
げている（第 6条⒠、第 8条 2項⒝（ⅹⅹⅵ）、同項⒠ⅶ）。また、国際法により保護される特殊標章や旗に
ついて濫用が禁止されるという性質を「知っている」か、または「知っているべきであった」ことを
主観的構成要件とした（第 8条 2項⒝ⅶ）。

 88） Lubanga DCC, para. 359.
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たものとする」と規定している。しかし、先述の Al Bashir逮捕状決定では、集団殺害犯

罪に関して規程第 6条にはない「文脈的要件」を追加した EoCについて、「規程との間に

解決不可能な矛盾が存在する場合を除いて適用されなければならない」とした  89）。本件の

場合には、追加された要件（危害の明白なパターンの存在）を、集団殺害犯罪のターゲッ

トとなる集団の存続に対する「現実の危険性」があることを求める趣旨であるとの観点か

ら、規程との間に解決不可能な矛盾は存在しないと判断された  90）。しかし他方で、規程と

EoCの間に文言上の相違があっても解釈により調和させることが可能であれば、裁判部が

EoCにより修正された形で規程上の犯罪の定義を適用することも許容される可能性を示

唆していることになる。

　EoCの意義、特にEoCと規程の関係については、起草過程において意見の対立があった

とされる。一部の国は、裁判官の裁量を制約し、創造的解釈の余地を封じるために、EoC

の厳格化を主張し、詳細なコメンタリーを追加することや（フランス）、法的拘束力を与え

るべきだとの提案（アメリカ）を行った 91）。他方で、そのような厳格な EoCが採択の時点

で法解釈を「凍結する」ことを怖れ、なるべく「簡略な」ものにとどめるべきだとの立場

もあり、妥協の結果、現行文書のような詳細さ（簡潔さ）に落ち着いたとされる。同時に

「EoCと規程の適合性」を条件として（第 9条 3項）、EoCには「裁判所［が］（第 6、第

7、第 8条の）解釈及び適用に当たり……参考とする（強調引用者）」（同条 1項）という

意義が与えられた 92）。このような経緯からは、EoC自体が、裁判官の裁量を制限しつつも、

ICC規程の犯罪の定義を固定化することを回避するために絶妙なバランスをとって成立し

た文書であるとも言えるだろう。すなわち、規程第 9条の下で、EoCと規程の適合性が求

められ、両者間に解決不可能な矛盾がある場合には規程が優先される一方で、EoCそのも

のに解釈の余地が残され、また裁判官には特定のEoCをそのまま適用しない（参考にしな

い）裁量が与えられ、さらに法の発展を考慮した EoCの改正すら提案できるからである。
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 89） Al Bashir AW, para. 128.

 90） Ibid., para. 124.

 91） Valerie Oosterveld and Charles Garraway, “Elements of Genocide,” in Roy S. K. Lee and Håkan 

Friman (eds.), The International Criminal Court  :  Elements of Crimes and Rules of Procedure and 

Evidence (Transnational Publishers, 2001), pp. 41, 43.　Grover, supra note 61, p. 582.

 92） 他方で、第21条 1 項⒜では裁判所が EoCを「適用する（shall apply）」と規定している。EoCに関
して「参考とする」と「適用する」という語句の矛盾─裁判所の裁量に決定的に影響する─は、相異
なる立場の間の均衡を図るために残されているとも考えられる。
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お　わ　り　に

　ICCの先駆けとなったアドホック刑事法廷は、その規程が安保理決議により採択された

ため、裁判所による管轄権行使の刑事法的基盤を国際慣習法に求めざるを得ず、その結果、

簡潔な「規程」の大胆な創造的解釈が行われた 93）。この創造的展開こそが国際刑事法の発

展の原動力となったことは否定できない 94）。しかし、そのような国際刑事法のダイナミッ

クな姿は、多数国間条約によって設立される常設裁判所である ICCにとって、当初からア

イデンティティ・クライシスを引き起こす悩ましい「鏡像」のようなものであった。「カッ

セーゼ・アプローチ」に対する懸念から、ICC規程は規範のボリュームが巨大化し、静態

的な傾向を帯び、刑事法の一般原則の中核性を強調した。他方で、国際刑事法のダイナミ

ズムを背景にした国際社会の「期待」にも翻弄されたのである。そのような発展する国際

刑事法への期待のみならず、常設的裁判所として存続するためにも、一定の司法的発展が

必要であることが予測され、それを潜在的に可能とする枠組みが作り込まれた。

　条約の発展的解釈を正当化しうる根拠は、条約規定が発展的に解釈されうることを合意

した締約国の意思にあるとされている  95）。ICC規程については、上記のような二律背反の

状況の中で、ICC規程を発展させようとする締約国の意思と、固定化しようとする意思の

両方を読み取ることができるだろう。これまでの ICCの判例を振り返るならば、そのよう

な規程の厳格さと柔軟性とのバランスの中で、あるいは法の発展と厳格解釈との間のジレ

ンマの中で、ICCの解釈実践は中庸を進んでいると評価できる。例えば、Nerlichは、ICC

における解釈実践を抑制的なものと評して、ICCにおいては「Tadic事件的」な劇的な事

例は見られず、そのような Real game changerは判例の中にではなく、1998年のローマ規

程の採択そのものにあったと指摘している 96）。他方で、そのような二律背反のジレンマゆ
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 93） Joseph Powderly, “Judicial Interpretation at the Ad Hoc Tribunals  :  Method from Chaos ?” in Darcy 

and Powderly (eds.), supra note 42, pp. 17-44.

 94） Shane Darcy and Joseph Powderly, “The International Criminal Tribunals and the Judicial 

Development of International Criminal Law,” in in Darcy and Powderly (eds.), supra note 42, pp. 1-2.

 95） 例えば、国際司法裁判所の判例は、そうした条約締約国の意思を、特定の条約・文書における政治
的状況の展開を前提とした文言の使用（Namibia para. 53）、時間の経過によって意味が変化しうる
generic な用語の使用（Aegean Sea Continental Shelf (Greece v. Turkey), Judgment, I.C.J. Reports 

1978, p. 3, at para. 77  ;  Dispute regarding Navigational and Related Rights (Costa Rica v. Nicaragua), 

Judgment, I.C.J. Reports 2009, p. 213, at para. 64）から推測して、発展的解釈を正当化した。
 96） Volker Nerlich, “The International Criminal Court and Substantive Criminal Law  :  Progressive 

Development or Cautious Reluctance ?” in Gerhard Werle and Andreas Zimmermann (eds.), The 

International Criminal Court in Turbulent Times (T.M.C. Asser Press, 2019), p. 152.
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えに、ICCの裁判官たちは未だに共通の解釈メソッドを確立できていないとする批判も引

き起こすのである 97）。

　他方で、主として国際人権法を念頭に置いて、条約の発展的解釈の正当化を、むしろ規

範の特質そのものに求める立場も存在する  98）。ICC規程に関しては、この立場から発展的

解釈を正当化することには相当慎重な考慮を要するであろう。ICCの一側面である実質的

正義確保の基盤とその実現の程度については、国際人権法の発展と同様のダイナミズムが

あり、また国際人権法と（場合によっては国際人道法とも）同様の道徳的優越性に基づい

た原理が働きうるのかもしれない。本稿で述べたように、ICC規程と国際人権法・国際人

道法との水平的統合の必要性は ICC規程自体が認めるところである。しかし、個人の刑事

責任に関わる刑事裁判所としての本質は、そのようなダイナミズムに「直接」曝されるわ

けにはいかないだろう。国際人権法、人道法そして刑事法の発展を反映した ICC規程の発

展的解釈が許容されうるとしても、かかる国際法の ICC外での発展が十分に確認されて初

めて、そのダイナミズムが ICC規程の解釈に持ち込まれるのでなければならないのである。
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 97） Grover, supra note 1, p. 2  ;  Sadat and Jolly, supra note 43, p. 755.

 98） 濵本教授は、欧州人権裁判所の判例が「何よりも人権保障のシステムであるから」、あるいは生命権
が「最も基本的な権利」であるからといった正当化根拠を挙げていることを指摘し、当事国の意思が
根拠とはならない場合があると述べている。酒井啓亘・寺谷広司・西村 弓・濵本正太郎『国際法』
（有斐閣、2011年）295頁。


